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本手引きは、那須塩原市地域防犯カメラ設置費等補助事業を活用される

自治会向けに作成しています。 

第１章では手引き策定の目的や栃木県策定のガイドラインについて、第２

章では事業の概要について、第３章では補助金を申請する際の具体的な手

続きについて、第４章では補助金申請の事務手続きについて説明していま

す。 

地域防犯カメラの設置を検討されている自治会におかれましては、本手引

きを参照するほか、御不明な点は交通防犯課まで御相談ください。 
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第１章 はじめに 

 

１ 手引き策定の目的  

   那須塩原市では「那須塩原市犯罪のない安全で安心なまちづくり条例」（平成 20 年

４月１日施行）を策定し、市民が安心して暮らすことができる地域社会の実現を目指し

ています。 

   安全で安心なまちづくりを進める上で、防犯カメラの設置は広く有用であると認め

られており、栃木県内各地において防犯カメラの設置が進んでいます。 

   しかし、防犯カメラを設置することで、知らないうちに自分の姿が撮影され、目的外

に利用されることを不安に感じる市民もいます。 

そこで、本市では地域防犯カメラ設置費等補助事業を実施し、地域防犯カメラの有用

性と個人情報の保護との調和を図り、地域防犯カメラ設置者が本事業を有効活用し、ま

た地域防犯カメラを適切かつ効果的に活用できるよう、本手引きを策定しました。 

 

２ 「防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン」について  

栃木県では防犯カメラの有用性とプライバシーの保護との調和を図り、防犯カメラ

の設置者が防犯カメラを適切かつ効果的に活用できるよう、設置及び運用に関するガ

イドラインを策定しています。本事業における地域防犯カメラにおいてもこのガイド

ラインに沿った設置及び運用を行っていただきます。次ページから栃木県策定「防犯カ

メラの設置及び運用に関するガイドライン」の抜粋を掲載しますので、ご参照ください。 

  ＜参考：防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン（栃木県）＞ 

ＵＲＬ：http://www.pref.tochigi.lg.jp/c03/life/bouhan/anzen/documents/guidelines.pdf 
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参考：防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン（栃木県） 
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参考：防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン（栃木県） 
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参考：防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン（栃木県） 
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参考：防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン（栃木県） 
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第２章 地域防犯カメラ設置費等補助事業の概要について 

 

本章では地域防犯カメラ設置費等補助事業の概要について説明します。 

 地域における防犯活動を行う上での一つのツールとして、本事業の活用を御検討くださ

い。 

 

１ 制度の趣旨  

  地域における犯罪の発生を防止するため、不特定多数の者が利用する道路、公園等の

公共空間を撮影する地域防犯カメラを設置する自治会に対し、その設置及び管理に要

する費用の一部について補助します。 

 

２ 補助対象者  

  補助の対象となる自治会は那須塩原市自治会長連絡協議会を構成する団体をいいま

す。 

  単独の自治会及び、複数の自治会の連名による申請も受け付けます。複数の自治会に

よる連名で申請を行う際は、市とやり取りを行う自治会及び担当者をあらかじめ決め

ておいてください。 

 

３ 交付年限 

   本事業の交付年限は５年間（令和６(２０２４)年度～令和１０(２０２９)年度）です。 

 

４ 補助対象経費・補助額  

  補助対象経費及び補助額は次のとおりです。 

（１）設置費補助金 

補助対象経費 ①カメラ、画像記録装置、通信機器、取付器具及び配線等

の地域防犯カメラを構成する機器の購入及び設置に要す

る経費 

②地域防犯カメラが設置されている旨及び設置者を示す

表示板の設置に要する経費 

※同一の申請者が同一年度内に申請できる台数は２台ま

でです。 
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（２）管理費補助金 

補助対象経費 設置費補助を受けて設置した地域防犯カメラの管理に要

する経費 

（電気料、点検料、電柱共架料、動産保険料、修繕料、消

耗品購入（ＳＤカード等）、設置に係る地代等） 

※地域防犯カメラ１台毎に申請してください。 

※設置が完了した日から起算して５年間が補助の対象期

間です。 

補助額 補助対象経費の２分の１相当額で１台につき上限１万円 

（１００円未満切り捨て） 

  ※地域防犯カメラの電気料金の契約が自治公民館等の施設と同一の契約となってい 

る場合は、地域防犯カメラの電気使用量に相当する金額のみが補助の対象となり 

ます。（基本契約料金は含みません） 

 

５ 補助の対象となる地域防犯カメラ  

 補助の対象となる地域防犯カメラは、地域における犯罪の防止を目的として、道路、公

園等の公共空間を撮影するために特定の場所に常設する防犯カメラが対象となります。 

 推奨する地域防犯カメラの主な撮影機能及び録画機能は次のとおりです。 

区分 仕様 

撮影機能 有効画素数 ３８万画素以上 

作動時間等 ・２４時間稼働で夜間も人物等が特定できる撮影

ができること 

・赤外線照射距離が２０ｍ以上であること 

録画機能 録画時間 概ね２週間程度 

※撮影画質、記録媒体の容量などにより変動します 

録画速度 ５コマ／秒以上 

記録画像サイズ ６４０×２４０画素以上 

最低被写体照度 ０．５ルクス以下 

記録媒体 ・メモリーカード又はハードディスクなどの画像

記録媒体を備えること 

※補助金の交付申請は同一の場所につき１回限りです。 

※レンタル、リースは補助対象外です。 

補助額 

 

補助対象経費の４分の３相当額で１台につき上限３０万

円（１００円未満切り捨て） 
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・ＵＳＢメモリー等の外部記録媒体に画像が複写

できること 

 このほか、市では公益社団法人日本防犯設備協会（ＵＲＬ：https://www.ssaj.or.jp/）

が定める、優良防犯機器認定基準（ＲＢＳＳ基準）に適合している製品を推奨します。 

 

６ 設置及び管理運用  

 地域防犯カメラは、過去に声掛け事案があった場所や地域において防犯上の懸念があ

る場所等、地域防犯カメラの設置がより効果的と考えられる適切な場所に設置するとと

もに、設置区域内の見やすい場所に、地域防犯カメラが設置されている旨及び設置者をわ

かりやすく表示してください。 

 また、個人のプライバシーを侵害することがないよう、定めた規約に則り、適正に管理

運用し、苦情等についても設置者として責任を持って対応をお願いします。 

 

７ 補助金申請等の期限  

 （１）設置費補助金 

  ・交付申請期限：設置予定年度の４月から１１月末まで 

  ・実績報告期限：設置完了日から１０日以内 

  ※事前相談については随時受け付けております。まずは交通防犯課まで御連絡をお

願いします。設置予定年度が翌年度であっても事前相談は受け付けます。 

 

 （２）管理費補助金 

  ・交付申請及び実績報告期限：管理した年の翌年１月から２月末まで。 

 

  管理費補助金については、要綱に定める管理年数区分の管理が終了する毎に交付申

請及び実績報告を行ってください。 

 

＜要綱に定める管理年数区分＞※要綱第９条第２号抜粋 

⑴ 設置完了日の属する年・・設置完了日から当該日の属する年の１２月３１日まで 

⑵ 前号の年の翌年から次号の年の前年まで・・各年の１月１日から１２月３１日まで 

⑶ 設置完了日から起算して５年が経過する日の属する年・・その年の１月１日から設

置完了日から起算して５年が経過する日まで 

 

※設置が完了した日から起算して５年間が補助の対象期間です。管理年数区分が終了す 

る毎に交付申請と実績報告を行います。次―ジに例を示します。 
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例：２０１９年７月２０日に設置した場合

←交付申請・実績報告期間

※管理年数区分の（１）に相当

←交付申請・実績報告期間

※管理年数区分の（２）に相当

←交付申請・実績報告期間

※管理年数区分の（２）に相当

←交付申請・実績報告期間

※管理年数区分の（２）に相当

←交付申請・実績報告期間

※管理年数区分の（２）に相当

↓交付申請・実績報告期間

※管理年数区分の（３）に相当

管理期間

管理期間

１回目

２回目

３回目

４回目

５回目

最終回

管理期間

管理期間

管理期間

管理期間

１月

７月２０日

（設置日）
１２月 ２月 １２月 ２月 １２月 ２月 １２月 ２月 １２月 ２月 １２月 ２月

７月１９日

（５年経過する日）

２０２０年 ２０２１年 ２０２２年 ２０２３年 ２０２４年 ２０２５年

２０１９年

管理費補助の対象期間

（設置日から５年間）
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この例ですと、それぞれの管理年数区分に応じた 

管理費補助金の申請を全部で６回行います。 

【初回】管理年数区分：２０１９年７月２０日～２０１９年１２月３１日 

交付申請・実績報告期間：２０２０年１月～２０２０年２月末 

【２回目～５回目】管理年数区分：２０２０年１月１日～２０２０年１２月３１日 

交付申請・実績報告期間：２０２１年１月～２０２１年２月末 

※３回目～５回目も同様。 

【最終回】管理年数区分：２０２４年１月１日～２０２４年７月１９日交付申請・実績報告期間：２０２４年７月１９日～２０２５年２月末 

２０２４年７月１９日で設置日から起算して５年経過しますので、この日までが管理費補助の対象期間となります。 

２０２４年７月２０日以降に係った経費については管理費補助の対象とはなりませんのでご注意ください。 



10 

 

第３章 地域防犯カメラ設置の手順 

 

  地域防犯カメラの設置については、その目的や設置場所、設置や維持管理に要する費用、 

自治会内の合意や各種許可手続き等を御理解いただいた上で準備を進めていただく必要 

があります。 

本章では本事業を活用するためにどのように準備を進めていけばよいかについて記載 

します。 

 

※以下に示した順序通りでないといけないといったものではありません。自治会の現状 

等に即し進めていただいて構いません。あくまで進め方の一例として参考にしてくだ 

さい。 
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■地域防犯カメラ設置までの流れ（フローチャート）

生活課に補助制度について相談

〇自治会内の合意 〇設置場所の選定

〇設置目的の整理 〇業者の選定

〇那須塩原警察署へ相談 〇管理運用規約の制定

〇機器、表示板の決定

撮影範囲に住居や店舗等が一部でも入りますか？

世帯の代表者や店舗所有者等から承諾を得る

電柱に設置しますか？

電柱所有者から承諾を得る（東京電力、ＮＴＴ）

土地所有者の承諾を得る道路管理者から承諾を得る

〇管理年数区分に応じ管理費補助金の申請

〇管理年数区分に応じ定期報告書提出

〇管理責任者等に変更があれば届け出

設置場所はどこですか？

設置費補助金の交付申請

交付決定後、機器の購入及び工事発注

設置完了後、実績報告

法令、管理規約に従い適切に管理

はい いいえ

はい いいえ

道路上以外道路上

 
交通防犯課に補助制度について相談 
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１ 市担当課（交通防犯課）との事前相談  

  地域防犯カメラの設置を検討される場合は、まず交通防犯課まで御連絡をお願いしま 

す。必要な手続きについての説明を行います。 

 

２ 設置目的の整理 

  地域のどのような犯罪を防いでいきたいのか、という目的を考えます。 

  以下にいくつか例を示します。 

 

  ＜事業の対象となる例＞ 

・声掛け事案が過去に頻繁に起きており、日頃より住民が不安となっている場所があ

り、同地における犯罪を防止するため地域防犯カメラを設置する。 

    

＜事業の対象とならない例＞ 

   ・ゴミステーションを適切に使用していない人を特定するため 

・動物が作物を食い荒らすので、動物を特定し、対策を練るため 

・特定の個人の家を常時監視するため 

   ・マンションに出入りする人を監視するため 

 

３ 自治会内の合意形成  

  地域防犯カメラの設置について、自治会総会等において合意を得ます。補助金の申請の 

際に、合意を得たことがわかる総会会議録の写し等が必要となります。会議録については 

参考様式を用意しておりますが、任意様式で結構です。 

 

４ 地域防犯カメラ設置事業者選定  

  現在、様々な種類の防犯カメラが販売されています。数多くの防犯カメラの中から目的 

に見合った機器の選定や設置方法について、相談できる事業者を早い段階で選定される 

ことをお勧めします。 

 

５ 地域防犯カメラの管理運用規約制定  

 法令を遵守し、適正に地域防犯カメラを管理運用していくため、自治会における管理運 

用規約を作成します。管理運用規約は補助金の申請の際にも必要となります。 
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  管理運用規約については参考様式を用意しておりますので、参考様式や栃木県のガイ 

ドラインを参考に作成してください。 

 

６ 設置場所の検討（那須塩原警察署への相談）  

  過去に犯罪が起きている場所や、児童の通学路等、地域で不安に感じている場所を調   

 べ、設置する場所を決めます。場所の選定については那須塩原警察署へ相談してください。

なお、那須塩原警察署との協議については交通防犯課職員も立ち合います。日程調整等

も生 

活課職員が行います。 

また、補助金の申請では那須塩原警察署と協議したことを示す書類が必要となります。 

 

※那須塩原警察署の相談先は次のとおりです。 

＜那須塩原警察署＞ 

担当課：那須塩原警察署 生活安全課 

 電 話：０２８７－６７－０１１０ 

 

※事件、事故の発生場所については栃木県警察が公表している「ルリちゃんパトロー 

ルマップ」も参考にしてください（ＵＲＬは以下） 

https://www.machi-info.jp/machikado/police_pref_tochigi/infopage.html 

 

７ 設置場所、撮影範囲の決定及び必要な承諾  

  撮影範囲は道路や公園等の公共空間に限定し、住居や店舗等は撮影範囲から極力外し 

ましょう。どうしても住居等の一部が撮影範囲に入る際は、その住居の代表者や店舗の所 

有者から承諾を得てください。補助金の申請の際にその承諾書が必要となります。また、 

撮影範囲を示した図面と撮影範囲を撮影した写真も補助金の申請の際に必要となります。 

※プライバシーマスク（画像の一部分にマスキングをかけて撮影の対象外とする機能）

の設定等も検討してください。 

 

８ 設置場所の所有者等からの許可（承諾）  

  設置場所により、必要な許可（承諾）が異なります。以下を参考としてください。 

（１）電柱に設置する場合 

   ①まずは電柱所有者（東京電力、ＮＴＴ）へ相談してください。補助金の申請の際 

に電柱所有者からの承諾書等が必要となります。相談先は次のとおりです。 

https://www.machi-info.jp/machikado/police_pref_tochigi/infopage.html
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＜東京電力＞ 

 名称：東電タウンプランニング株式会社 栃木総支社 

 住所：栃木県宇都宮市宿郷１－２０－５ 

 電話（代表）：０２８－３０５－５３００ 

    ＜ＮＴＴ＞ 

     名称：㈱ＮＴＴ東日本―関信越設備部 

 エンジニアリング部門 渉外担当（栃木） 

     住所：栃木県宇都宮市平出工業団体４８－２ ＮＴＴ平出付属庁舎 

     電話：０２８－６１５－７５４１ 

 

    ※東京電力、ＮＴＴともに調査費用が発生します。 

   ②電柱の底地所有者から許可（承諾）を得ます。承諾書は電柱所有者に対して提出

する必要があります。場合によっては、道路管理者からの道路占用許可が必要と

なりますので、電柱の設置場所が道路上の場合は道路管理者とも相談をお願いし

ます。 

    ※原則１つの電柱には１つの機器しか設置できませんが、防犯灯が設置されてい 

る電柱でも所有者の基準を守れば設置可能ですので、まずは電柱所有者へ御相 

談ください。 

 

 （２）独立柱を立て設置する場合 

   設置場所の所有者から許可を得てください。また、道路上に独立柱を立て設置する

場合は道路占用許可が必要となり、占用料もかかりますので道路管理者へ御相談くだ

さい。なお、民有地への設置であっても機器が公道上に掛かる場合は道路占用許可が

必要になります。 

 

９ 購入機器の決定  

 予算や撮影目的、撮影範囲及び管理形態等を考慮し、購入する地域防犯カメラの機器及

び作成する表示板を決めます。市が推奨する地域防犯カメラの仕様は７ページに示して

いますので、参考にしてください。なお、常時監視が可能となるモニターの設置について

は、プライバシーの保護の観点からお勧めいたしません。 

なお、地域防犯カメラは屋外に設置されるため、部品の劣化などにより運用に支障を

きたす可能性があります。機器の選定を行う際に、部品の寿命や交換等にかかる費用、

品質保証期間、故障時の対応、点検の頻度や点検にかかる費用等の確認をしておくこと

が大切です。 
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  購入する機器、作成する表示板が決定したら、設置工事費も含めた地域防犯カメラの

設置に係る見積書を取得し、その仕様がわかるカタログ等の写しを用意してください。

補助金の申請の際に必要となります。 

 ※機器の購入と設置工事及び表示板の作成が別の事業者となる場合は、それぞれ見積も

りを取得してください。 

  （表示板の例） 

    

 

 

 

 

 

 

 

１０ 設置費補助金の交付申請  

  必要書類を揃え、設置費補助金の交付申請を行います。 

※申請の詳細な事務手続きについては第４章を参照してください。 

 

 設置費補助金はかかった費用の４分の３、上限３０万円までです。次に補助額、自治

会負担額の参考例を示します。 

 

  例１ 地域防犯カメラの設置費用の合計が２７万円の場合 

     ２７０，０００円×補助率（４分の３）＝２０２，５００円・・・補助額 

     ２７０，０００円―２０２，５００円＝６７，５００円・・・自治会負担額 

 

  例２ 地域防犯カメラの設置費用の合計が４５万円の場合 

     ４５０，０００円×補助率（４分の３）＝３３７，５００円・・・① 

     ①の金額が補助上限額より大きいため、補助額は上限の３００，０００円 

     ４５０，０００円―３００，０００円＝１５０，０００円・・・自治会負担額 

 

１１ 設置工事発注  

  交付申請を行った後に、交通防犯課において内容が審査され、交付決定通知書が届き

ます。交付決定通知書が届いた後に設置工事を正式発注してください。 
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１２ 設置費補助金の実績報告  

  設置工事が完了したら費用を支払います。費用を支払った後、１０日以内に実績報告

を交通防犯課に行います。実績報告の内容が交通防犯課において審査され、補助金額の

確定通知が届き、補助金が振り込まれます。 

１３ 適切な管理  

  設置完了と同時に、管理運用規約に基づき適切に管理します。 

 

１４ 管理・運用上の諸注意  

  設置後の管理運用については特に次の点に注意してください。 

  〇法令、規約を遵守する。 

  〇電気代、電柱共架料等を支払う。（地域防犯カメラにかかる電気代や電柱共架料等

は管理費補助金の対象です。） 

  〇毎年１回は地域防犯カメラが正常に動作しているかの確認と清掃を行う。 

   （地域防犯カメラの点検料も管理費補助金の対象です。） 

 〇苦情等があった際は管理責任者として適切に対応する。 

  〇警察等に画像を提供した場合は、規約に従い提供先や理由等を記録する。（情報提

供した場合は地域防犯カメラ管理定期報告書に記載が必要です。） 

  〇落雷などによる故障に備え、設置時に保険の加入を検討する。（地域防犯カメラに

かける保険料は管理費補助金の対象です） 

 ※落雷等により地域防犯カメラが故障した場合、再設置に係る費用についての設置費

補助金は申請できません。（同じ場所に２度の申請はできません。） 

  

 ※設置後５年間は、管理年数区分毎に交通防犯課へ「地域防犯カメラ管理定期報告

書」を提出していただきます。 

   

１５ 管理費補助金の交付申請  

  地域防犯カメラの管理に要した経費は管理費補助金の対象となりますので、第２章に

記載の管理年数区分毎にまとめておきます。また、地域防犯カメラを２台以上設置して

いる場合、地域防犯カメラ１台毎に管理費補助金の申請が必要ですので、地域防犯カメ

ラ１台毎に経費をまとめておきます。 

  補助の対象となる経費については次ページを参考にしてください。（ ）内は一例の

金額です。 
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  ＜管理費補助の対象となる主な経費＞ 

・電気代（年間５，０００円程度） 

  ・電柱共架料（東電の場合は年間２，４００円：税抜） 

  ・点検料（年に１回の動作確認＋清掃料で年間５，０００円程度） 

  ・保険料（年間６，０００円程度） 

  ・消耗品購入費 

  ・設置場所の地代 

  ・修繕料 等 

   

  

  管理費補助金はかかった費用の２分の１、上限１万円までです。次に補助額、自治会

負担額の参考例を示します。 

 

 

例：２０１９年７月２０日に設置した場合 

  【初回】２０１９年７月２０日～２０１９年１２月３１日までに要した管理費 

   電気代・・・・２，２００円（７月２０日～１２月に係った分） 

   電柱共架料・・１，３２０円 

   保険料・・・・２，５００円 

       合計：６，０２０円 

   合計金額（６，０２０円）×補助率（２分の１）＝３，０１０円 

   １００円未満の端数切捨てにより、３，０００円・・・補助額 

   ６，０２０円―３，０００円＝３，０２０円・・・自治会負担額 

 

  【２回目】２０２０年１月１日～２０２０年１２月３１日までに要した管理費 

   電気代・・・・５，０００円（１月～１２月に係った分） 

   電柱共架料・・２，６４０円 

   保険料・・・・６，０００円 

   点検料・・・・５，０００円 

      合計：１８，６４０円 

   合計金額（１８，６４０円）×補助率（２分の１）＝９，３２０円 

   １００円未満の端数切捨てにより、９，３００円・・・補助額 

   １８，６４０円―９，３００円＝９，３４０円・・・自治会負担額 

   ※３回目～５回目も同様 
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  【最終回】２０２４年１月１日～２０２４年７月１９日までに要した管理費 

   電気代・・・・２，９００円（１月～７月１９日に係った分） 

   電柱共架料・・２，６４０円 

   保険料・・・・３，５００円（１月～７月分） 

   点検料・・・・５，０００円 

       合計：１４，０４０円 

   合計金額（１４，０４０円）×補助率（２分の１）＝７，０２０円 

   １００円未満の端数切捨てにより、７，０００円・・・補助額 

   １４，０４０円―７，０００円＝７，０４０円・・・自治会負担額 

   ※２０２４年７月２０日以降に要した管理費は補助対象外です。 

 

 

 

１６ 変更・財産の廃棄等  

 （１）管理責任者、操作取扱者を変更した場合 

設置後５年間の間に地域防犯カメラの管理責任者又は操作取扱者に変更が生じた際

は、速やかに管理責任者及び操作取扱者変更届出書を提出していただきます。 

 

 （２）地域防犯カメラを廃棄等する場合 

   設置費補助金を受け設置された地域防犯カメラについては、設置後５年間は運用し

ていただきます。５年間を経ずに、やむを得ない理由により廃棄等を行う場合は、そ

の必要性が生じた時点で速やかに交通防犯課まで御相談ください。地域防犯カメラ設

置費補助金に係る財産処分承認申請書を提出していただきます。 

   設置後５年間以内に市の許可を得ずに地域防犯カメラを処分した場合、補助金を返

還していただく場合がありますのでご注意ください。 
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①事前相談

見積徴取

・自治会内の承諾

・撮影範囲に入る住民の承諾

・電柱等設置者、道路所有者等の許可

・管理運用規約の作成

②交付申請

③交付決定

④発注

⑦請求

⑧支払

⑤変更承認申請

⑥承認決定

⑨実績報告・請求

⑩額の確定・支払

⑪定期報告書

⑫財産処分承認申請

⑬承認決定

市
（
生
活
課
）

自

治

会

設

置

業

者

警

察

設置場所等相談

各

種

検

討

は交付決定後の変更、財産処

分が生じた場合のみ必要とな

ります。

第４章 補助金申請の事務手続きについて 

 

 本章では地域防犯カメラ設置費等補助金の申請について、必要となる書類や手続きにつ

いて説明します。 

１ 設置費補助金  

  地域防犯カメラ設置費等補助金についての申請の流れは次のとおりです。地域防犯カ 

メラ設置費等補助金を申請する場合は、必ず事前に交通防犯課へ御相談ください。 

 

（１）申請の流れ（フローチャート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市
（
交
通
防
犯
課
） 
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 （２）申請に必要な書類や手続き 

   ①交通防犯課との事前相談 

    設置費補助金の申請を行おうとする自治会は補助金の交付申請前に、まずは生活 

課へお問い合わせをお願いします。主に以下の項目について事前に確認させていた 

だきます。 

    〇設置目的が地域防犯カメラの趣旨と合致しているか 

 〇地域住民の合意（承諾）はあるか（またはとれそうか） 

    〇どこにどれだけ設置するのか（場所や台数、電柱か自立柱か等） 

    〇どのような防犯カメラを購入するのか（仕様や価格等） 

    〇調整が必要な関係機関はあるか 

（撮影範囲に入る住民、電柱等設置者、道路管理者等） 

    〇設置予定時期について（申請年度内に完了し、実績報告が可能か） 

    

※各支所、出張所では相談・申請を受け付けておりませんので御了承ください。    

   

②交付申請 

   関係機関との事前調整終了後に「地域防犯カメラ設置費補助金交付申請書（様式第 

１号）」に必要書類を添えて提出してください。 

 

 

    ＜必要書類＞ 

〇地域防犯カメラの設置が自治会の総意であることが分かる総会会議録の写し等 

〇地域防犯カメラ管理運用規約 

〇地域防犯カメラの設置について那須塩原警察署と協議したことを示す書類 

〇地域防犯カメラ及び表示板の設置場所の位置図、見取図及び現況写真 

〇地域防犯カメラの撮影範囲を示した図面及び撮影範囲を撮影した写真 

〇住居、店舗等の全部又は一部が地域防犯カメラの撮影範囲に入る世帯の代表者、 

店舗所有者等の承諾書（様式第２号） 

〇設置場所の所有者又は管理者の許可証又は承諾書 

ただし、道路、電柱等に地域防犯カメラを設置する場合は、道路管理者又は電柱

等設置者の許可証又は承諾書 

〇購入しようとする機器の仕様が分かるカタログ等の写し 

〇地域防犯カメラの購入及び設置並びに表示板の作成及び設置に要する経費の見 

積書の写し 

〇地域防犯カメラ管理責任者及び操作取扱者届出書（様式第３号） 

〇その他市長が必要と認める書類 
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 ③交付（不交付）決定の通知、④発注 

   交付申請書の内容を審査し、補助金の交付（不交付）について申請者に通知します。 

   申請者は、交付決定後に地域防犯カメラ設置業者に発注し、地域防犯カメラの設置 

及び表示板の設置を行います。 

 

⑤変更承認申請 

  交付決定後、やむを得ない事情により申請内容に変更が生じた場合は速やかに生活 

課に御相談ください。そのうえで、「地域防犯カメラ設置費等補助金変更（中止・廃止） 

承認申請書（那須塩原市補助金交付規則 様式第６号）」に必要書類を添えて提出して 

ください。 

 

⑥変更承認（不承認）決定の通知 

 変更承認申請書の内容を審査し、承認（不承認）を申請者に通知します。 

 

⑦請求、⑧支払 

 地域防犯カメラの設置が完了したら、設置業者へ支払いを行い、法令、規約等に基づ 

き適正な管理をしてください。 

 

⑨実績報告 

 地域防犯カメラを設置し、設置業者への支払いが完了後、１０日以内に「地域防犯カ 

メラ設置費補助金実績報告書（様式第５号）」に必要書類を添えて御提出ください。 

 

＜必要書類＞ 

   〇補助対象経費に係る支払を証明する書類の写し 

   〇設置した地域防犯カメラ及び表示板の位置図及び写真 

   〇設置した地域防犯カメラで撮影した画像を印刷したもの 

   〇その他市長が必要と認める書類 

   

⑩額の確定 

   実績報告書の内容を審査し、補助額を確定します。補助額の確定後、申請者に通知し 

ます。 

 

  ⑪定期報告 

   地域防犯カメラ設置後５年間は、管理期間における管理状況について、「地域防犯カ 

メラ管理定期報告書（様式第７号）」に必要書類を添えて毎年提出してください。 

   なお、本補助の交付を受けて設置した地域防犯カメラについては、その管理費につい 
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ても一部補助を行っています。管理費補助金の実績報告の際に「地域防犯カメラ管理定 

期報告書」の提出が必要となりますので、管理費の交付申請の際に提出していただけれ 

ば結構です。 

 

  ⑫財産処分承認申請 

   地域防犯カメラ設置費補助金の交付を受け設置された地域防犯カメラを処分する場 

合、設置後５年間は市の承認が必要となります。やむを得ない理由により、設置後５年 

以内に財産を処分する必要が生じた場合は、速やかに交通防犯課に御相談いただき、

「地域 

防犯カメラ設置費等補助金に係る財産処分承認申請書」に必要書類を添えて提出して 

ください。 

   ※市の承認を得ずに処分を行った場合、補助金を返還していただく場合があります。 

 

２ 管理費補助金  

  地域防犯カメラ管理費補助金についての申請の流れは次のとおりです。 

   

 （１）申請の流れ（フローチャート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （２）申請に必要な書類や手続き 

   ①電気料金等、必要経費の支払い 

    毎年１月から１２月分の地域防犯カメラに係る電気料金等を、東京電力等の契約

に基づき支払ってください。 

①電気料金等の支払い 

②領収書 

④交付申請・実績報告 

③申請書類の送付 

⑤補助金交付 

市 

自

治

会 

東

京

電

力 

等 
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    修繕や消耗品購入、点検など、地域防犯カメラの管理に必要な経費が生じた場合は、

その都度支払いをしてください。 

 

   ②領収書 

    交付申請の際に必要となりますので、地域防犯カメラの管理のために支払った料

金の領収書（又は支払いを証明する書類）は、地域防犯カメラ毎にまとめ、保管して

ください。 

    

③申請書類の送付 

    １２月下旬頃に、交通防犯課より管理費補助対象団体の代表者様あて、申請書類一

式を送付します。 

 

④交付申請・実績報告 

 「地域防犯カメラ管理費補助金交付申請書（様式第４号）」、「地域防犯カメラ管理

定期報告書」及び「補助金交付請求書」に領収書、振込先通帳の写し等、必要書類を

添えて提出してください。 

 

⑤補助金交付 

    交付請求後、内容を審査し御指定の口座に振り込みます。 

 

 

３ その他留意事項  

  （１）地域防犯カメラの維持管理 

   〇保守点検等 

    地域防犯カメラの運用に支障をきたさないよう、点検の頻度や点検に係る費用等

について確認し、必要に応じて業者への保守点検委託を御検討ください。 

   

 〇事故等の賠償等 

    地域防犯カメラの落下等により第三者に被害を与えてしまった場合、その管理責

任が問われ、損害賠償を負うこともありますので、地域防犯カメラや独立柱の定期的

な点検のほか、任意保険の加入も御検討ください。 

 

  （２）管理責任者及び操作取扱者の変更 

    管理責任者又は操作取扱者の変更があった際は、速やかに「管理責任者及び操作取

扱者変更届出書（様式第８号）」を交通防犯課まで提出してください。 
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4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月

①事前相談期間（通年）

②設置費補助金申請受付期間
（４月～１２月）

③設置費補助金実績報告期間
（４月～２月）

④管理費補助金の案内送付
（１２月頃）

⑤管理費補助金申請受付期間
（１月～２月）

⑥次年度設置費補助金申請予定
のアンケート（９月頃）

 

（３）補助金の返還 

   補助金交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反した場合は、補助金の全額

又は一部の返還を求めることがあります。 

 

４ 地域防犯カメラ設置費等補助事業に係る市のスケジュール  

 地域防犯カメラ設置費等補助事業に係る市のスケジュールについては以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 事前相談期間（通年） 

 事前相談は随時受け付けております。次年度の申請に係る相談についても受け付けてお

りますので、交通防犯課まで御連絡ください。 

 

② 設置費補助金交付申請受付期間（４月～１２月） 

 設置費補助金の申請受付期間は毎年度４月から１１月末までです。 

 

③設置費補助金実績報告期間（４月～２月） 

実績報告は設置完了日から１０日以内に行ってください。実績報告の期限は２月末まで

です。 

 

④管理費補助金の案内送付（１２月頃） 

 対象団体に対し、管理費補助金の申請書類等を１２月下旬頃に送付します。 
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⑤管理費補助金交付申請受付期間（１月～２月） 

 管理費補助金の交付申請・実績報告は１月から２月末までです。 

 

⑥次年度設置費補助金交付申請予定のアンケート 

 次年度の参考とするため、次年度に地域防犯カメラ設置費補助金を利用し地域防犯カメ

ラを設置する予定があるかについて、９月頃にアンケートを実施しますので、御協力をお願

いいたします。 

 

Ｑ＆Ａ集 

 

Ｑ１  補助金を受けることができる対象はどこですか？個人や旅館、お店でも補助を受

けられますか？ 

Ａ１  那須塩原市自治会長連絡協議会を構成する自治会が補助事業の対象です。そのた

め、個人や旅館、店舗が設置する防犯カメラについては補助の申請はできません。 

    なお、那須塩原市自治会長連絡協議会を構成する自治会であれば複数の自治会に

よる連名での申請も受付可能です。 

 

Ｑ２  リースやレンタルによる設置も補助金の対象となりますか？ 

Ａ２  リースやレンタルの場合は補助金の対象となりません。 

 

Ｑ３  過去に設置した防犯カメラも補助の対象ですか？ 

Ａ３  すでに設置された防犯カメラは補助の対象となりません。これから設置する地域

防犯カメラが補助の対象となります。 

 

Ｑ４  申請すればすべて補助金が受けられますか？ 

Ａ４  補助金の交付は予算の範囲内となりますので、申請された事業が全て補助金の対

象となるわけではありません。 

 

Ｑ５  ダミーカメラは補助金の対象ですか？ 

Ａ５  ダミーカメラは補助金の対象ではありません。 

 

Ｑ６  撮影範囲に決まりはありますか？ 

Ａ６  地域防犯カメラの設置については、原則道路や公園などの公共空間に限定し、住宅 

    などの私的な空間や不必要な個人の画像が撮影されないよう配慮が必要です。 
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カメラの角度調整や、セキュリティマスク（カメラの撮影範囲の一部をぼかす機能）

を利用し、住宅などの私的空間が撮影されないようにしましょう。 

どうしても住宅や店舗が撮影範囲に入る場合は、その住宅の代表者や店舗所有者

等の承諾書が必要となります。 

 

Ｑ７  地域防犯カメラの画像を閲覧するためのパソコンや、無線ＬＡＮなどの通信機器

は補助の対象ですか？ 

Ａ７  地域防犯カメラを構成する機器の一部とみなせるため、設置費補助の対象です。 

 

Ｑ８  地域防犯カメラをインターネットで購入した場合は補助の対象ですか？ 

Ａ８  機器の仕様にもよりますが、インターネットで購入した場合も設置費補助の対象 

です。 

 

Ｑ９  機器の購入業者と設置業者が違っている場合でも補助の対象となりますか？ 

Ａ９  機器の購入業者と設置業者は異なっていても設置費補助の対象となります。 

 

Ｑ１０ どのような地域防犯カメラを購入すればよいかわかりません。 

Ａ１０ 市では公益社団法人日本防犯設備協会が定める優良防犯機器認定基準（ＲＢＳＳ 

    基準）に適合している製品を推奨しています。また、設置場所や用途により防犯カ 

メラの種類は様々ですので、専門業者へ相談されることをお勧めします。 

 

Ｑ１１ 設置後の電気料金も補助の対象となりますか？ 

Ａ１１ 電気料金を含む、地域防犯カメラの管理に要する経費は管理費補助金の対象とな 

    ります。詳細は第２章を参照してください。 

 

Ｑ１２ 補助を受けて設置した地域防犯カメラを別の場所に移動させることは可能    

ですか。また移動に要する費用に対して補助は受けられますか？ 

Ａ１２ 市の補助を受けて設置された地域防犯カメラは、設置後５年間は継続して設置し

ていただきます。やむを得ない理由により移動させる必要が生じた場合は、まず市

へ御相談ください。なお、移動が認められた場合、移動に要する経費については設

置費補助金の対象とはなりません。管理費補助金の対象となりますので、管理費補

助金として交付申請してください。 

 

Ｑ１３ 地域防犯カメラを設置していることを示す表示板について、大きさや表記方法な

ど決まりがありますか？ 

Ａ１３ 大きさや表記方法について定めはありません。しかし、表示板には最低限、設置者
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１２月分の支払日（☆）

この領収書を２０２０年度の管理費補助金申請に添付

（申請は２０２１年２月末まで）

2020年12月 ☆　２０２１年1月

５か月分２，５００円

☆支払（９月）

１年分６,０００円

２０２０年８月～１２月 ２０２１年１月～７月

２０２１年度の管理費補助金で申請
（２０２２年２月末まで）
※２０２０年９月の領収書の写しを添付

２０２０年度の管理費補助金で申請
（２０２１年２月末まで）
※２０２０年９月の領収書の写しを
添付

７か月分３，５００円

の名称（自治会名）と、「防犯カメラ作動中」等の地域防犯カメラを設置している

ことを明らかにする文言が必要です。 

また、表示板を設置することで、地域住民に安心感を与える効果、犯罪を企ててい

る者に対しては、犯罪の抑止効果が期待できます。そのため、地域住民や通行人が

その存在を認識できる程度の大きさが必要となります。 

 

Ｑ１４ 管理費補助金について、翌月払いや年払いのものについて管理費補助金はどのよ

うに申請すればよいですか？ 

Ａ１４ 翌月払いの場合は、その支払いのもととなる日が管理年数区分内であれば補助の

対象です。支払った日ではなく、その支払いの原因となる日で判断します。 

例えば２０２０年１２月に係った電気代を２０２１年１月に支払った場合は、２

０２０年度中の管理費費補助金の申請の対象となります。 

    また、年払いのものも同様の考え方で、その年払いの対象となる期間がどの管理年

数区分に属するかで判断します。その対象となる期間が管理年数区分をまたぐ場

合は対象期間で按分し、２年にまたいで管理費補助金の申請をしていただきます。

例えば２０２０年８月～２０２１年７月が保険期間であるものを、２０２０年９

月に前払いで１年分として６,０００円支払った場合、２０２０年８月～２０２０

年１２月の５か月分（２，５００円）を２０２０年度中の管理費補助金として申請

します。残りの２０２１年１月～２０２１年７月の７か月分（３，５００円）を、

２０２１年度中の管理費補助金として申請します。 

    ①翌月払いの例 

 

 

 

 

 

 

 

    ②年払いの例 
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第５章 各種文書作成例、申請様式の記入例 

地域防犯カメラ管理運用規約の作成例～参考様式１～ 

〇〇自治会地域防犯カメラ管理及び運用に関する規約 

 

１ 目的 

この規約は、〇〇自治会が設置する地域防犯カメラに関して、必要な事項を定めるこ

とにより、プライバシー保護を図るとともに、個人情報の適切な取り扱いに留意し、〇

〇地区における犯罪の防止を目的とするものである。 

個人情報を収集する事業者はその目的を明らかにする必要があります。目的は明確に

し、目的外の使用を行わないようにしてください。 

 

２ 設置場所及び設置台数 

地域防犯カメラの設置場所及び設置台数は別表に定める。 

 

３ 設置者、管理責任者及び操作取扱者 

 地域防犯カメラの設置者は〇〇自治会とし、地域防犯カメラ及び画像の適正な管理及

び運用を図るため、地域防犯カメラ１台ごとに別表に定めるとおり管理責任者を置く。

管理責任者は必要に応じ別表に定めるとおり操作取扱者を置くことができる。 

管理責任者は自治会長が兼任しても差し支えありません。操作取扱者については、必要

であると判断した場合は、機器の操作に長けた方（設置業者や保守運用業者でも可）等

を選任してください。 

 

４ 機器の操作及び画像の視聴の制限 

 機器の操作及び画像の視聴については、管理責任者または管理責任者が指定した操作 

取扱者が行うものとし、他の者が行う場合は管理責任者の許可を得なければならない。 

みだりに機器が操作されないように機器の操作者及び画像の視聴について制限します。 
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５ 表示板の設置 

 設置者は、地域防犯カメラの撮影区域またはその周辺に、地域防犯カメラが設置さ 

れている旨及び設置者を示す表示板を設置する。表示板には〇〇自治会を記載するこ 

ととする。 

犯罪抑止効果を高めるとともに、プライバシーの保護を図るため、誰にでもわかるよう 

に撮影対象区域内、または付近の見やすい場所に地域防犯カメラを設置していること 

及び設置者の名称（〇〇自治会）を表示していただきます。 

 

６ 画像の適正な管理 

 管理責任者は地域防犯カメラにより撮影された画像について、次のように取り扱うも 

のとする。 

（１）画像の管理 

  記録媒体（ＳＤカード、ハードディスク等）やパソコンについては、施錠等の方法 

により保護された環境の下で保管し、原則として、第８「画像の提供」の場合を除き 

画像の複写、外部への持ち出しは禁止するものとする。 

（２）パスワード等の適正な管理 

管理責任者等は、画像を閲覧するためのパスワード等を適正に管理する。 

また、パスワード等は容易に推察されないものとし、管理責任者等が交代する際に

は変更するものとする。 

（３）画像の保存期間 

  保存期間は、〇日間とする。 

  上記保存期間を超えて特定の画像を保存する必要がある場合、理由を明確にしたう 

えで、撮影日時、場所等と合わせてその旨を記録に残すものとする。 

保存期間は概ね２週間から長くても１か月ほどを目安に設定してください。 

 

（４）画像の消去 

 保存期間が終了した画像は、上書き又は初期化等により確実に消去する。記録媒体 
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（記録媒体を内蔵している画像記録装置も含む。）を破棄する場合、画像の読み取り 

または復元ができないよう処分する。 

（５）画像の不必要な加工の禁止 

 画像は、撮影された状態のまま保存し、不必要な加工を行わない。 

画像は正確であることが求められます。プライバシー保護の都合上モザイク処理をか 

ける場合などを除き、撮影された画像に対し不必要な加工は行わないようにしてくだ 

さい。 

 

７ 秘密の保持 

管理責任者等は、地域防犯カメラの画像と画像から知り得た個人情報を第三者に漏ら 

してはならない。また、それらを不当な目的のために使用してはならない。 

このことは、管理責任者等でなくなった後においても同様とする。 

 

８ 画像の提供 

管理責任者等は、次のいずれかに該当する場合を除き、第三者に画像を提供してはな 

らない。 

（１）法令等に定めがある場合 

（２）捜査機関から犯罪又は事故の捜査の目的で、文書により画像提供の要請を受けた

場合 

（３）個人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、緊急かつやむを得ないと認め

られる場合 

なお、上記（１）から（３）に基づき第三者に画像を提供する場合、設置目的に照ら

して 必要性を慎重に判断する。 

また、提供する際に相手方の身分を確認し、提供した日時、提供先、提供理由、提供

した画像の内容を記録する。 

 

９ 苦情・問い合わせ等への対応 
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管理責任者は、地域防犯カメラに関する苦情又は問い合わせ等があった場合は誠実か 

つ迅速に対応するものとする。 

 

１０ 地域防犯カメラの保守点検と撤去 

（１）保守点検 

 設置者は、地域防犯カメラに関わる機器は定期的に点検し、修理・修繕等を行う。 

（２）撤去 

 設置者は、地域防犯カメラの運用を廃止する場合、責任を持って撮影装置や設置表示 

を撤去する。 

 

１１ 業務の委託 

 設置者は、地域防犯カメラの保守管理についての業務を委託する場合、本規約を遵守 

させるための必要な措置を講ずるものとする。 

 

 （附則） 

この規約は、   年  月  日から施行する。 

 

別表 

設置場所 
設置

台数 

モニター・画像

記録装置等の

設置場所 

管理責任者 操作取扱者 

那須塩原市

共墾社〇〇

番地△ 

１台 
モニター等の

設置なし 

氏名：防犯 太郎 

住所：那須塩原市共墾

社〇〇番地〇〇 

氏名：防犯 設備 

住所：那須塩原市〇〇町

〇 

   
氏名： 

住所： 

氏名： 

住所： 
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総会議事録の作成例～参考様式第２号～ 

       総会議事録 

 

１ 開催日時   〇〇年〇〇月〇〇日〇〇時〇〇分～〇〇時〇〇分 

２ 開催場所   〇〇〇公民館第一会議室 

３ 出席者数    〇〇人（※会則等で定める定足数を満たす人数である） 

４ 議決事項 

  那須塩原市地域防犯カメラ設置費補助金交付事業による地域防犯カメラの   

 設置につき、可決承認。 

  （１）地域防犯カメラを設置する場所   

     那須塩原市〇〇町××番地×（東京電力柱：電柱番号〇〇-××） 

  （２）設置する地域防犯カメラの台数   １台 

 

 

 

 

この議事録は、事実と相違ないことを証明します。 

 

 〇〇年〇〇月〇〇日 

              自治会名 安全なまち自治会 

              代表者  氏名 防犯 太郎    

                   住所 那須塩原市共墾社 

                      １０８番地２ 
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設置場所及び撮影範囲を示した図面等の作成例～参考様式第３号～ 

 地域防犯カメラの設置場所及び撮影範囲を示した図面等 

 

１ 地域防犯カメラを設置する場所 

  那須塩原市〇〇町〇〇番地〇 

２ 設置場所及び撮影範囲を示した図面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇〇小学校 
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設置場所の見取り図の例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※設置場所の周辺含め全体が把握できるようにしてください。 

※写真に書き込んでいただいて構いません。 

 

 

 

 

 

取り付け位置 
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警察と協議したことを示す書類の作成例～参考様式第４号～ 

 

                            年  月  日 

那須塩原市長 様 

           申請者（団体名）                 

           代表者 住  所 那須塩原市           

               氏  名                

               電話番号     （   ）       

 

地域防犯カメラの設置に関する那須塩原警察署との協議報告書 

 

 地域防犯カメラの設置について、次のとおり那須塩原警察署と協議したため、報告

します。 

 

１ 協議日時      年  月  日  時  分～  時  分 

２ 協議場所       

３ 協議者          

 

         

４ 協議結果 

   （例）当初の設置予定場所にて問題なし。 

   （例）当初の設置予定場所から二つ隣の電柱に取り付けることとする。 

      理由：過去の犯罪の発生状況（声掛け等）から後者の位置に取り     

         付けた方がより防犯カメラの存在が確認でき、犯罪抑止効 

         果が得られると判断したため。当初予定位置と協議後の設     

         置予定位置については別紙のとおり。 

 

 

 

 

〇〇  〇  〇 

安心なまち自治会 
共墾社１０８番地２ 

防犯 太郎 
0287 62   7126 

2020  1     1 10    00    １0   30 
那須塩原市共墾社〇〇番地△ 

安心なまち自治会 代表 防犯 太郎 
安心なまち自治会    安全 大事 
那須塩原警察署生活安全課 巡査部長 〇〇 〇〇 
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道路管理者と協議したことを示す書類の作成例～参考様式第５号～ 

  

                            年  月  日 

那須塩原市長 様 

           申請者（団体名）                 

           代表者 住  所 那須塩原市           

               氏  名                

               電話番号     （   ）       

 

地域防犯カメラの設置に関する道路管理者との協議報告書 

 

 地域防犯カメラの設置について、次のとおり道路管理者と協議したため、報告しま

す。 

 

１ 協議日時        年  月  日 

２ 協議者       

 

 

 

 

 

３ 協議結果 

   （例）当初の計画通りに道路使用許可申請書を提出する。 

 

 

 

 

 

安心なまち自治会 
共墾社１０８番地２ 

防犯 太郎 
0287 62   7126 

〇〇  〇  〇 

〇〇  〇  〇 

安心なまち自治会 代表 防犯 太郎 

那須塩原市道路課  〇〇 〇〇 
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様式第１号の記入例 

様式第１号（第８条関係） 

                            年  月  日 

那須塩原市長 様 

           申請者（団体名） 

           代表者 住  所 那須塩原市           

               氏  名                

               電話番号     （   ）       

 

        地域防犯カメラ設置費補助金交付申請書 

 

 地域防犯カメラ設置費補助金の交付を受けたいので、那須塩原市地域防犯カメラ設置費

等補助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

１ 申請金額            円 

２ 設置場所    

３ 設置工事の期間    年  月  日 から    年    月   日まで 

４ 添付書類 

 ⑴ 地域防犯カメラの設置が自治会の総意であることが分かる総会会議録の 

  写し等 

 ⑵ 地域防犯カメラ管理運用規約 

 ⑶ 地域防犯カメラの設置について那須塩原警察署と協議したことを示す 

  書類 

 ⑷ 地域防犯カメラ及び表示板の設置場所の位置図、見取図及び現況写真 

 ⑸ 地域防犯カメラの撮影範囲を示した図面及び撮影範囲を撮影した写真 

 ⑹ 住居、店舗等の全部又は一部が地域防犯カメラの撮影範囲に入る世帯の 

  代表者、店舗所有者等の承諾書（様式第２号） 

 ⑺ 設置場所の所有者又は管理者の許可証又は承諾書。ただし、道路、電柱   

  等に設置する場合は、道路管理者又は電柱等設置者の許可証又は承諾書 

 ⑻ 購入しようとする機器の仕様が分かるカタログ等の写し 

 ⑼ 地域防犯カメラの購入及び設置並びに表示板の作成及び設置に要する経 

  費の見積書の写し 

 ⑽ 地域防犯カメラ管理責任者及び操作取扱者届出書（様式第３号） 

 ⑾ その他市長が必要と認める書類 

安心なまち自治会 

〇〇  〇  〇 

共墾社１０８番地２ 
防犯 太郎 

0287 62   7126 

３００，０００ 

H31 ７  １    H31    7      20 
那須塩原市共墾社〇〇番地△ 
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様式第２号の記入例 

様式第２号（第８条関係） 

                            年  月  日 

那須塩原市長 様 

               住  所 那須塩原市           

               氏  名                

 

                承諾書 

 

 私と私の世帯員は、私の住居、店舗等の全部又は一部が撮影範囲に入る次の場所への地

域防犯カメラの設置及び撮影について承諾します。 

 

１ 地域防犯カメラ設置者    団体名： 

              代表者氏名： 

２ 設置場所    

３ 承諾内容 

⑴ 設置場所について 

⑵ 撮影範囲について 

 

 

 

 

 

〇〇  〇  〇 

〇〇番地× 

安心 次郎 

安心なまち自治会 

防犯 太郎 

共墾社〇〇番地△ 

住所、氏名

設置場所
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様式第３号の記入例 

様式第３号（第８条関係） 

                            年  月  日 

那須塩原市長 様 

           申請者（団体名）                 

           代表者 住  所 那須塩原市           

               氏  名                

               電話番号     （   ）       

 

地域防犯カメラ管理責任者及び操作取扱者届出書 

 

 地域防犯カメラの管理、運用を適正に行うため、管理責任者及び操作取扱者

を次のとおり定めましたので届け出ます。 

 

 

１ 地域防犯カメラ設置場所                            

 

 

２ 管理責任者 

  住  所                              

  氏  名                              

  電話番号                              

 

３ 操作取扱者 

  住  所                              

  氏  名                              

  電話番号                              

 

 

  

〇〇  〇  〇 

安心なまち自治会 
共墾社１０８番地２ 

防犯 太郎 
0287 62   7126 

那須塩原市共墾社〇〇番地△ 

那須塩原市共墾社１０８番地２ 
防犯 太郎 
0287 62   7126 

那須塩原市共墾社〇〇番地□ 
安全 三郎 
0287 62   7127 
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様式第４号の記入例 

様式第４号（第８条関係） 

                            年  月  日 

那須塩原市長 様 

           申請者（団体名）                 

           代表者 住  所 那須塩原市           

               氏  名                

               電話番号     （   ）       

 

       地域防犯カメラ管理費補助金交付申請書 

 

 地域防犯カメラ管理費補助金の交付を受けたいので、那須塩原市地域防犯カ

メラ設置費等補助金交付要綱第８条の規定により、次のとおり申請します。 

 

 １ 地域防犯カメラ設置場所 

 

 ２ 管理期間    年  月  日～      年  月  日 

 

３ 申請金額              円 
 
４ 補助対象経費の内訳 

経費の種類 金  額  備  考 

  
 

 

  
 

 

  
 

 

  
 

 

  
 

 

  
 

 

合計額 
 
 

 

 

 

  

〇〇  〇  〇 

安心なまち自治会 
共墾社１０８番地２ 

防犯 太郎 
0287 62   7126 

那須塩原市共墾社〇〇番地△ 

2020 1       1 2020   1 2     31 

９,３００ 

5，000円 

２，６４０円 

 

電気代 

電柱共架料 

 
保険料 

点検料 

６，０００円 

５，０００円 

 

 
１８,６４０円 
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様式第５号の記入例 

様式第５号（第９条関係） 

                            年  月  日 

那須塩原市長 様 

           申請者（団体名）                 

           代表者 住  所 那須塩原市           

               氏  名                

               電話番号     （   ）       

 

       地域防犯カメラ設置費補助金実績報告書 

 

     年  月  日付け第   号で交付決定を受けた地域防犯カメラ

設置費補助金の実績について次のとおり報告します。 

 

１ 設置場所    

２ 設置完了日      年  月  日 

３ 交付決定額            円 

４ 添付書類 

⑴ 補助対象経費に係る支払を証明する書類の写し 

⑵ 設置した地域防犯カメラ及び表示板の位置図及び写真 

⑶ 設置した地域防犯カメラで撮影した画像を印刷したもの 

 ⑷ その他市長が必要と認める書類 

 

 

  

〇〇  〇  〇 

安心なまち自治会 
共墾社１０８番地２ 

防犯 太郎 
0287 62   7126 

〇〇  〇  × △△ 

那須塩原市共墾社〇〇番地△ 
〇〇  △  × 

３００，０００ 
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様式第６号の記入例 

様式第６号（第９条関係） 

                            年  月  日 

那須塩原市長 様 

           申請者（団体名）                 

           代表者 住  所 那須塩原市           

               氏  名                

               電話番号     （   ）       

 

       地域防犯カメラ管理費補助金実績報告書 

 

     年  月  日付け第   号で交付決定を受けた地域防犯カメラ

管理費補助金の実績について次のとおり報告します。 

 

 １ 地域防犯カメラ設置場所  

 

 ２ 管理期間    年  月  日～    年  月  日 

 
３ 補助金額              円 

 
４ 補助対象経費の内訳 

経費の種類 金  額  備  考 

  
 

 

  
 

 

  
 

 

  
 

 

  
 

 

合計額 
 
 

 

 
 ４ 添付書類 
  ⑴ 補助対象経費に係る経費の支払を証明する書類の写し 
  ⑵ その他市長が必要と認める書類 

 

〇〇  〇  〇 

安心なまち自治会 
共墾社１０８番地２ 

防犯 太郎 
0287 62   7126 

那須塩原市共墾社〇〇番地△ 

2020 1       1 2020   1 2     31 

９,３００ 

保険料 

点検料 

5，000円 

２，６４０円 

 

〇〇  〇  × △△ 

電気代 

電柱共架料 

６，０００円 

５，０００円 

 

１８，6４０円 
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様式第７号の記入例 

様式第７号（第１０条関係） 

                            年  月  日 

那須塩原市長 様 

          管理責任者（団体名）                 

            代表者 住  所 那須塩原市           

                氏  名               

               電話番号     （   ）       

 

     地域防犯カメラ管理定期報告書 

      年  月  日付け第   号により補助金の交付を受け設置し

た地域防犯カメラについて、設置後  年を経過したため、那須塩原市地域防犯

カメラ設置費等補助金交付要綱第１０条の規定により、その管理状況について

報告します。 

 

１ 設置場所                              

２ 運用開始年月日    年   月  日 

３ 管理期間       年   月  日 ～   年   月  日 

４ 管理責任者及び操作取扱者 

 ⑴ 管理責任者 

    住  所                              

    氏  名                          

    電話番号                              

 ⑵ 操作取扱者 

    住  所                              

    氏  名                           

    電話番号                              

５ 添付書類                              

 ⑴ 設置した地域防犯カメラ及び表示板の位置図及び写真 

 ⑵ 設置した地域防犯カメラにより撮影した画像を印刷したもの 

 ⑶ 画像の提供状況の記録の写し（管理期間内に提供した場合のみ） 

 ⑷ その他市長が必要と認める書類 

〇〇  〇  〇 

安心なまち自治会 
共墾社１０８番地２ 

防犯 太郎 
0287 62   7126 

那須塩原市共墾社〇〇番地△ 

那須塩原市共墾社１０８番地２ 
防犯 太郎 
0287 62   7126 

那須塩原市共墾社〇〇番地□ 
安全 三郎 
0287 62   7127 

〇〇   〇    〇 △△ 
〇 

〇〇   〇     〇 
2020  1        1 2020  12      31 
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様式第８号の記入例 

様式第８号（第１１条関係） 

                            年  月  日 

那須塩原市長 様 

           申請者（団体名）                 

           代表者 住  所 那須塩原市           

               氏  名                

               電話番号     （   ）       

      管理責任者及び操作取扱者変更届出書 

 

 地域防犯カメラの管理責任者・操作取扱者について、次のとおり変更しまし

たので届け出ます。 

 

１ 設置場所                              

 

 

２ 旧管理責任者 

   住  所                              

   氏  名                              

   電話番号                              

 

３ 新管理責任者 

   住  所                              

   氏  名                              

   電話番号                              

 
                  変更年月日   年   月   日 
 

４ 旧操作取扱者 

   住  所                              

   氏  名                              

   電話番号                              

 

５ 新操作取扱者 

   住  所                              

   氏  名                              

   電話番号                              

 

                  変更年月日   年   月   日 

〇〇  〇  〇 

安心なまち自治会 
共墾社１０８番地２ 

防犯 太郎 
0287 62   7126 

那須塩原市共墾社〇〇番地△ 

那須塩原市共墾社１０８番地２ 
防犯 太郎 
0287-62- 7126 

那須塩原市共墾社××番地△ 
犯罪 抑止 
0287-〇〇- 〇〇〇〇 

〇〇  〇  〇 
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様式第９号の記入例 

様式第９号（第１３条関係） 

                            年  月  日 

那須塩原市長 様 

           申請者（団体名）                 

           代表者 住  所 那須塩原市           

               氏  名                

               電話番号     （   ）       

 

  地域防犯カメラ設置費補助金に係る財産処分承認申請書 

 

年  月  日付け第   号で交付決定のあった地域防犯カメラ

設置費補助金について、財産処分（目的外使用・譲渡・交換・貸付け・担保・ 

廃棄）の承認を受けたいので、那須塩原市地域防犯カメラ設置費等補助金交付

要綱第１３条第３項の規定により、関係書類を添えて申請します。 

                 

 １ 設置場所 

 

 

 

 ２ 財産処分の理由 

 道路拡張工事に伴い、設置している電柱が撤去されることとなった（電柱は  

 地中化されるため電柱は再設置されない）。 

 また、同地に道路管理者が防犯カメラを設置する予定であり、これまで設置 

 していた地域防犯カメラについては再設置が困難かつ不要となったため。 

 

 ３ 財産処分の内容 

 市の補助を受け設置した地域防犯カメラ一式の廃棄。 

 

 

 

 

  

安心なまち自治会 
共墾社１０８番地２ 

防犯 太郎 
0287 62   7126 

〇〇  〇     〇 △△ 

〇〇  〇    〇 

那須塩原市共墾社〇〇番地△ 
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お問い合わせ・申請書類提出先 

那須塩原市役所 市民生活部 交通防犯課 くらし安全安心係 

住所：那須塩原市共墾社１０８番地２ 

ＴＥＬ：０２８７－６２－７１２６ 

Ｅ－ｍａｉｌ：koutsuu-bouhan@city.nasushiobara.tochigi.jp 

   

mailto:koutsuu-bouhan@city.nasushiobara.tochigi.jp

